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【論文要旨】
　消費税の導入あるいは増税という政策が決定されたとき，なぜ家計は実際にその政策が施行され
る前の期に一時的に消費を増加させるのだろうか。すなわち，なぜ駆け込み需要は起きるのだろう
か。一番簡単で当たり前な答えは，来期に消費財の価格が上がると家計が考えるからということで
あろう。しかしながら，このようなフォワードルッキソグ的な行動を家計が採るのを，理論的に特
に家計の効用最大化問題から考察した例はあまりないようである。つまり，今までのところ，駆け
込み需要という事象のミクロ経済的基礎（micro　foundation）についての議論が少ない。そこで，
本稿では，駆け込み需要が家計の効用最大化モデルで再現可能かを分析し，それが家計の合理的な
行動の結果か否かについて結論を下す。
　本稿では，まず標準的な設定の下で，消費税を導入したシンプルな家計の効用最大化モデルを構
築した。そして，このモデルが駆け込み需要を再現できるか分析したところ，ある条件が満たされ
れば，それが可能であることが分かった（命題1，命題2，命題5）。
【キーワード】　消費税増税，駆け込み需要，ミクロ経済的基礎，CRRA，不確実性
1．はじめに
　新古典派の観点からすれば，リカードの等価定理が成立している限り，増税（あるいは減税）は
家計の経済行動には何らの影響も与えない。しかし，内閣府の民間消費支出の時系列データ等から
明らかなように，少なくとも消費税については，増税は家計の消費行動を変化させる。同データを
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みると，消費税の導入あるいは引き上げは，それが予定されている前の期の消費を顕著に増加させ
ている。この現象は駆け込み需要と呼ばれ，こうした消費行動は消費税に限らず，タバコ税など，
他の税についても観察されている。
　では，なぜ駆け込み需要は起きるのだろうか。一番簡単な答えは，来期に価格が上がると家計が
考えるからであろう。しかし，このようなフォワードルッキング的な行動を家計が採るのを，理論
的に特に家計の効用最大化問題から考察した例はあまりないようである1。つまり，今までのとこ
ろ，駆け込み需要という事象にはミクロ経済的基礎（micro　foundation）に関する議論は少ない。
そこで，本稿では，駆け込み需要が家計の効用最大化モデルで再現可能かを分析し，それが家計の
合理的な行動の結果か否かについての結論を下す。
　本稿の構成は以下の通りである。第2節で標準的な設定の下で消費税を導入したシソプルな家
計モデルを構築する。ただし，第2節では，分析の容易さの観点から，まず家計の計画期間が2
期間であると想定し，どのような条件で家計が駆け込み需要を行うかについて分析する。次に，第
2節の結果を踏まえ，第3節では家計の計画期間を無限期間に拡張する。第4節では，第3節の結
果に基づいて駆け込み需要の「額」が経済の状態にどの程度依存するかを考察する。第5節では，
モデルをより現実に近づけるため不確実性を導入し，駆け込み需要の起きる条件が確定的な場合と
比較して異なるかどうかについて分析した。また，同節では，消費税増税時において，駆け込み需
要を抑制するような政策も同時に実施した場合，家計はどのような影響を受けるかについて考察し
た。最後に，第6節で本稿の結果をまとめるとともに今後の課題について述べる。
2．2期間モデルによる駆け込み需要の分析
　まず，標準的な設定の下で消費税を導入した家計モデルを構築する。なお，分析上の容易さから
計画期間は2期間とする。また，家計は完全予見であると仮定する。
2．1モデル
　家計は予算制約の下，異時点間の効用を最大化するように行動するものとする。ここで，一時点
の効用をuとしよう。
　　u（c、）＋βu（c2）
　　u’（c）＞0，lim　u’（c）＝OQ，　u”（c）＜O
　　　　　　c→0
ここで，cは消費支出である。なお添え字1，2は期間を指すこととする。次に，消費税を導入した
予算制約を以下のように定義しよう。
1本間他（2000）は，効用最大化から導出した消費関数を持つモデルを使って，消費税増税が消費行動に及ぼ
す効果を定量的に分析している。このように，本間他（2000）は消費税の「事後的効果」に焦点を当ててい
　る。一方，本稿は「事前的効果」を対象にしている点に注意されたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－160一
　　Al＝（ω1－Cl（1＋τ、））（1＋r）
　　（1＋τ1）c2・＝・w2＋Al
　　A。＝＝A2＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
ここで，・4を家計の資産，rを利子率，　Wを所得，τを消費税率とする。なお，変数は全て実質表
示とする。また，wとrは外生変数とし，ある値に固定する。このとき，オイラー方程式は次のよ
うに表される。
　　u’（Cl）一β（1＋r）（1＋τ、）（1＋τ2）－lu’（c2）　　　　　　　　　　　　　（2）
説明の便宜のため，消費税増税が決まる前（すなわち，τ1＝τ2）の最適な消費集合を以下のように
定義しよう。
　　C＊≡｛（c1，c2）∈R＋＋×R＋＋1u’（cl）＝β（1十r）u’（c2）for　all　sets　of　a　utility　fullction｝
では，この設定下にある家計は，消費税増税が決まったとき，駆け込み需要をするのだろうか。つ
まり（Cl，c2）∈C＊なるClに関してdCl／dτ，1，，一，、＞0が言えるだろうか。この導関数を求めるため，オ
イラー方程式（2）および予算制約式（1）から，陰関数定理を使うと，
鍬．。一β（1＋「）｛一％認畿華議i宰）（1＋T’）－1｝　　　（・）
効用関数の定義から（3）式の右辺の分母は負であるため，分子も負であれば上記の導関数は正，す
なわち駆け込み需要が起きることになる。すなわち，
命題1：任意の（Cl，　c2）∈C＊に関して，
　　－c2u”（c2）
　　　　　　＜1　　u’（c2）
ならば，
dCl
dτ2
t2＝τ1
＞0
（4）
証明：（3）式の分子が負であるためには，上述のように
　　u”（c2）［－w2－（ω1－c、（1＋τ、））（1＋r）］－u’（c2）（1＋τ1）一・
が負でなければならない。c2の定義を使って，これを整理すると（4）が得られる。■
このように，家計が第2期の消費に関して，条件（4）が成り立つような計画を立てたとすると，そ
の家計は駆け込み需要をすることになる。ところで，条件（4）の一c2u”（c2）／za’（c2）は，　Pratt（1964）
やArrow（1965）らによって開発されたリスク指標の一つである，相対的リスク回避度（Relative
Risk　Aversion）を示している。すなわち，この指標が1を下回っている家計は駆け込み需要を行
う。また，RRA指標の逆数は異時点間の代替の弾力性であるから，命題1の条件はこの弾力性が
1より大きいということと同値である。
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　ここで，条件（4）をより明確な形にするため，効用関数を特定化してみよう。想定する効用関数
は相対的リスク回避度一定（CRRA）型の効用関数である。定義は以下の通り。
　　　　　C1－7　　。（，）．巧Ofγ∈R＋＋『｛1｝
　　　　　ln・c　ifγ∈｛1｝
このような効用関数の特定化により，命題1の系として以下を得る。なお，系の説明の便宜上，
C＊の要素のうち効用関数がCRRA型のものをCCRRAとする。
系1：効用関数をCRRAであるとしよう。任意の（cユ，c2）∈CCRR・4⊂C＊に対して，γ＜1ならば，
農1＿〉・
このように，効用関数を特定化することにより，よりシンプルな条件が得られた。
2．2　命題1の経済学的解釈
　上記のように駆け込み需要が起きる条件が得られたところで，なぜそれが生じるかについて経済
学的な観点からみてみよう。
　まず，オイラー方程式（2）を以下のように変える2。
1；811i－（　　　（1＋τ2）1＋r1）（1＋τ1）　　　　　　　（・）
ここで，この式の右辺を第1期と2期の相対価格（第2期の価格／第1期の価格）と定義しよう。
この相対価格が，最適な消費に与える影響は3つの効果に分けられる。すなわち，代替効果，所
得効果，富効果である。マクロあるいはミクロ経済学のテキストによれば，スタンダードな家計モ
デルの場合3，相対価格が上がったとき，第1期の消費に関して，代替効果と富効果はプラス，所
得効果はマイナスとなる。そして，異時点間の代替の弾力性が1を越えるとき，代替効果が所得
効果を上回る。
　では，第2期の消費税率τ2が上昇する場合には，これらの効：果はどのように変わるだろうか。
τ2が上昇（相対価格の上昇）したとしよう。しかし，それは生涯所得の割引現在価値ω1＋ω2／（1＋
rl）には影響を与えないため，富効果はゼロである。従って，代替効果と所得効果の大きさが駆け
込み需要の帰趨を決定することになる。すなわち，異時点間の代替の弾力性が1を越えるなら
ば，代替効果が所得効果を上回るので，τ2の上昇はc1を増加させることとなる。なお，弾力性が
1のときには，代替効果と所得効果は相殺されるため，τ2が上昇してもClは変化しない。これ
は，利子率の変化を通じた相対価格の変化がClに及ぼす影響とは異なることに注意されたい。と
2簡単化のためβ；1とする。
3スタンダードな家計モデルの場合，上記の意味での相対価格は（1＋r）－1である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－162一
いうのも，利子率の変化は生涯所得の割引現在価値に影響を与えるため，富効果がゼロではないか
らである。
3．無限期間モデル
　第2節で，駆け込み需要は家計の効用最大化モデルから再現可能であることが示された。しか
し，そこでの議論は2期間モデルに止まっており，多期間あるいは無限期間の計画期間を持つで
あろう家計の行動についても前節の命題や系と同様のことが言えるかどうかは分からない。このた
め，本節では，家計の計画期間を無限に拡張することを試みる。
　家計は以下のように異時点間の効用関数を最大化するように行動する。なお，簡単化のため，実
質利子率は正の一定値で固定する。また，所得の流列も固定する。さらに，これらは，所得の割引
現在価値が有限であるようなものとする。
maxΣβ％（Ct）
　　｛t∈Nlt≧1｝
s．　t．　At＋1＝（At＋w「Ct（1＋Tt））（1＋r）
　　　lim（1＋r）－1At＝O
　　　t－．oe
このとき，オイラー方程式は以下の通りである。
　　u’（Ct）＝β（1＋r）（1＋τt）（1＋τt＋1）－1z〆（Ct＋1）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
t＋　1　meの増税砺．1がCtに与える影響を調べるために，陰関数定理を用いて（6）式からその導関数
を求める。
　　烈一β（1＋「）｛u”（c・・1）（dCt・ユ／dTt・1）1恥1－・－u’（c・・1）（1＋Tt）－1｝　　（・）
　　dTt．、，t．1．。t　u”（Ct）一β（1＋r）（1＋Tt）u”（Ct．1）（dCt．1／dCt）1，t．1．，t
これを使うと，命題1の無限期間バージョソが得られる。ここで，命題の便宜として最適消費経
路を以下のように定義する。
　　｛c許｝t≧1≡｛｛ct｝t≧1∈1～撃＋1u’（ct）＝β（1＋r）u’（ct＋1）and　lim（1＋rt）　tAt＝O　for　all　t　and　for　all　sets
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t→oo
　　　　　　of　a　utility　function｝
命題2：任意のCt　E｛c瓶≧1に関して，
1；i認臨1＿・毒
ならば，
、繋1i＿〉・
（8）
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証明：まず，（7）の右辺の分母は負である。実際，もし≠期の最適消費を1単位増加させた場合，t
＋1期以降の消費を増加させることはできない。従って，（dCt＋1／dCt）≦0である。分母が負である
から，分子も負になればdCt／dTt＋1P，，．1－Tt＞0がいえる。このためには，
　　u”（Ct＋1）（dCt＋1／dTt＋1）1τt＋1＿τr　u’（Ct＋1）（1＋τ∂－1＜0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
であればよい。不等式（9）を整理すると
　　1；1舞i焦1＿＜τ≒
従って，不等式（8）を得る。■
このように，無限期間モデルの場合，不等式（7）を満たす限り家計は駆け込み需要を行うことが示
された4。
　ここで，前節と同様に，効用関数を特定化して命題2の条件をより明確な形にしてみよう。こ
のとき，命題2の系として以下が得られる。なお，説明の便宜のため，最適消費経路上で効用関
数がCRRA型のものを｛cfRRA｝t≧1とする。
系2：任意のCt∈｛cfRRA｝t≧1⊂｛6許｝t≧1に対して，γ〈1ならば，
dCt
dTt＋1
τt＋1＝τt
＞0
証明：補論Aを参照。■
このように，無限期間モデルでも系1と同様の結果が得られた。この結果は，代替，所得および
富効果の観点から，最適消費関数（補論）をみれば容易に理解できる。すなわち，最適消費関数に
おいて，τt＋1が上昇しても所得の割引現在価値および資産には影響を与えないため，無限期間にお
いても富効果はゼロである。従って，駆け込み需要が起きるか否かは，2．2節と同様に，代替効果
と所得効果の大小によって決まる。つまり，CRRA型の効用関数の場合，代替の弾力性γ一1が1
より大きければ，代替効果が所得効果を上回りτt＋1の上昇はCtを増加させる5。
　これまでは，t＋1期に消費税増税が行われたときのt期における消費の反応をみてきた。では，
t＋2期に増税が行われることが決まったとしたら，≠期やt＋1期の消費はどのように変化するだ
4不等式（7）は，t期の相対的リスク回避度の指標をσt，消費の消費税率に関する弾力性を
　　9t≡一（dCt＋1／dτ，＋11，t．1＝，t（τt／Ct＋1）とすると，τt＞0に関して，
　　σt．・9t．il，、．、－rt〈τ，／（1＋τt）
　のようにシンプルに表現することもできる。
5代替の弾力性を推定した比較的新しいものとしては阿部・山田（2004）がある。そこでは，CRRA型の効
用関数を想定し，家計調査のマイクロデータを用いて，γなどのパラメータを推定している。推定結果によ
　れば，γは約0．65となっている。これに従えば，日本の家計は駆け込み需要を行う条件を満たしていること
　になる。ただし，彼らの推定は本稿のように消費税が考慮された家計モデルで行われているわけではないこ
　とに注意されたい。
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ろうか。一般化すると，t＋i（1＜i＜・。）期に消費税増税が行われることが確定したとなると，　t
期からt＋i－1期までの間の消費の反応はどのように変わるだろうか。効用関数がCRRA型の場
合，このことは，系2の証明から明らかである。すなわち，
系3：効用関数をCRRAであるとしよう。任意のCt∈｛6『R楢｝t≧1に対して，γ〈1ならば，
　　dCt＋ゴ＿1
　　　　　　　　＞O　　dτt．iTt．，．。．、－1
ただし，1≦ブ＜i＜∞。
つまり，γ＜1ならば，消費税増税がアナウソスされた時点から駆け込み需要が発生することにな
る。
4．経済の「状態」と駆け込み需要
　これまでの節で，どのような条件で家計が駆け込み需要を行うかが分析されたが，これは定性的
な側面からみたものである。そこで，本節では，定量的な側面から駆け込み需要の分析を行いたい。
　駆け込み需要の額は，（3）式や（6）式の右辺をみてわかるように，τやrなどの水準によって異な
る。つまり，駆け込み需要額は，経済がどのような状態にあるかによって変わってくるのである。
以下では，駆け込み需要の定量的な性質を考察するため，特にτやrの水準の違いによりどの程度
駆け込み需要額が変化するかについてみていく。
　前節と同様の無限期間モデルを考える。ここで，分析を容易にするために効用関数を予め
CRRAに設定しておく。最初に，消費税増税時において，増税前の消費税率に違いがある経済に
ついて，以下の命題が得られる。
命題3：あるCt∈｛cfRRA｝t≧1に対して，γ＜1，が満たされているとする。このときτt＜τ；，ならば，
・・ﾊL、＜畿i－．．
証明：系2の証明から明らか。■
この命題は，仮に増税前の消費税が5％の経済と10％の経済があったとすると，増税が決まるとな
ると，前老の経済における家計のほうが後者よりも多く駆け込み需要を行うことを意味している。
この結果は，t期とt＋1期の相対価格（（1＋τt．1）／［（1＋τt）（1＋r）］）の観点から考えればわかりや
すい。例えば，1％の消費税率増税が決まったとする。このとき，増税前の消費税率が5％と10％
の経済では，前者の経済の方が後者に比べ相対価格が高い。従って，増税前の消費税率が5％の経
済方が，より大きな駆け込み需要を行う。
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　次に実質利子率が異なる経済について考える。ただし，このときの実質利子率は最適化の条件の
一つである，βゾ1（1＋r）（γ一］－1）＜1，を満たしているものとする6。
命題4：あるCt∈｛cgRi2’4｝t≧1に対して，γ〈1，が満たされているとする。このとき，〆〈〆ならば，
　　・・畿L，。＜畿嚇Tt
　　　　　　r＝r　　　　　　　　　　　　r＝r
証明：系2の証明より明らか。■
これは，実質利子率が低い経済の方が，高い方よりも駆け込み需要額が大きいということを意味し
ている。
　このように，命題3から，消費税増税前の税率が大きいほど，駆け込み需要が小さくなること
が分かった。また，命題4から，消費税増税前の経済において実質利子率が小さいほど駆け込み
需要が大きいことが分かった。
5．不確実性下の家計行動
　前節までは確定的な世界だったが，本節ではモデルに不確実性を導入し，モデルをより現実に近
づける。具体的には，所得を確率変数とみなすことで不確実性を導入する。このように家計の所得
に不確実性が存在する場合，不確実性に対して家計がどのように反応するかは，効用関数の3階
微分u…（c）の符号に依存する。Leland（1968）やSandmo（1970）以降，以下の結果が示されてい
る。u…（c）＞0の場合，家計は現在の消費を減らして貯蓄を増やす。この貯蓄の増加分は，「予備
的貯蓄（Precautionary　saving）」と呼ばれるものである。逆に，　za’”（c）＜0であれば，家計は現在
の消費を増やし貯蓄を減らす（マイナスの予備的貯蓄）。他方，％’”（c）＝0のとき，予備的貯蓄は
ゼロとなる7。このように，不確実性は家計により貯蓄をさせるようなインセソティブを与える。
では，家計のこうした行動を考慮に入れた場合，家計が駆け込み需要をする条件は確定的な場合で
異なるのだろうか。以下でその条件を導く。なお，分析の容易さに鑑み，議論は2期間モデルに
とどめ，効用関数もCRRA型に限定する。
5．1不確実性と駆け込み需要
　基本的な設定は2節のモデルに準じるが，ここでは2期目の所得w2は確率空間（R＋，B，　P）に属
6この条件は横断性条件に関するものである。詳しくは補論を参照されたい。
7特に，2次の効用関数（u’”（c）＝0）と線形の予算制約の下では，いわゆる確i実性等価（Certainty　equiva・
lence）が成立する。このとき，確率ショックの期待値がゼロであれば，家計は不確実性がない場合と同様の
行動を採るようになる。つまり，不確実性は家計の行動を変化させないのである。確実性等価の詳細につい
ては，Simon（1956）等を参照されたい。
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す確率変数であるとしよう。ここで，Bはボレル代数で，　Pはその上で定義される確率測度とす
る。この設定の下，家計は以下の期待効用関数を最大にするように行動する。
u・一一xu（・・）・β∫＆ゆ）dP
　　s．t．　Al＝（Wl－c1（1十τ1））（1十γ）
　　　　（1＋τ2）c2＝ω2＋Al
　　　A，＝A，＝O
このとき，オイラー方程式は以下のように表される。
u’E（Cl）一（・・r）β∫．．　・・’（・・）dP　　　　　　（・・）
2節と同様に（20）式を陰関数定理を使って微分すると，
dClレ（1＋r）｛u’1（c2）c2（・・Tl）一・一〆魁）（・＋Ti）一・｝・P
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）
　　dτ2τ2＝τ1　　　　　　　∫R．u”（c・）＋β（1＋r）2u”（c2）dP
この式から，以下の命題がいえる。0那瑚を以下のように定義して，
・咽瞭R輪）一（…）βい’（・・）dP・for　all　sets　of　th・　CRRA　utility｝
命題5：任意の（Cl，c2）∈C那RAに関して，γ＜1ならl　i’，
農」〉・
証明：命題1と同様にdCl／dτ2＞0を示すためには，（11）式の分子が負であれば十分。従って，分
子が負であるためには，
　　一∫・・u・・（・・）dP
　　　　　　　　＜1　　　∫・’（c2）dP
でなければならない。これを変形すると，
　　　　c2u”（c2）一∫
　　　　　　　u「（c2）dP　　　　u「（c2）
　　　　　　　　　　　〈1　　　　∫　・’（c2）dP
ここで，CRRA効用関数の定義から，　c2u”（c2）／u’　（c2）＝γであるから，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－167一
・∫・・（c・）dP
∫　ur（・・）dP＝γ＜1
を得る。圏
このように，不確実性が存在する場合でも，γ＜1である限り，家計は駆け込み需要を行うことと
なる。そして，このことは系1の結果がある程度のロバストネスを持つことを意味している。
5．2駆け込み需要の抑制と経済政策
　これまでの節では，消費税増税が決まったとき，政府は家計に配慮した対策は何も行わないこと
を前提としてきた。しかし，このような消費税増税政策は，増税時には家計にかなりの負担を強い
ることになる。実際，2期間モデルでは，
農1－（・＋τ1）一・｛－c・一（・＋τ1）（・・r）・d・・／d・、1，，．Tl｝　　　　（・2）
　　　　T2＝τ且
となり，駆け込み需要が存在する場合には，（12）式から明らかなように増税時の消費は確実に減
少する。従って，駆け込み需要を抑制する政策は，増税時の消費の減少幅を縮小させる結果とな
り，増税時の家計の負担を軽減させることになる。そこで，この小節では，駆け込み需要を抑制す
ることを狙った政策をしつつ消費税率の引き上げを行うというポリシーミックスを考え，そのイン
プリケーショソについて考察する。
　モデルは前小節と同様に不確実性が存在する2期間モデルとし，また，効用関数をCRRAであ
ると仮定し，γ＜1とする。従って，政府が何らかの政策を講じない限り，消費税増税は駆け込み
需要を引き起こすことになる。ここで，以下で説明する政策をモデルに導入しよう。
政策ρ：確率変動する2期の所得ω2について，実現した所得がある水ue　w（＞0）を下回った場合，
政府は消費税の増税分C2（τ2一τ1）を家計に還付するものとする。
このように政策Pは望以下の家計を低所得家計とみなし，その家計に消費税増税の影響を相殺さ
せるような補助を与えるというもので，低所得家計に対して増税前と同様の生活を保障するという
意味では消費税を福祉目的とした限定的な社会保障政策である。このとき，家計の問題は以下のよ
うになる。
U・－m・x・（・・）・βい・・）dP
s．t，　A　1；（w1－c1（1十τ1））（1十r）
　（1＋τ2）c・－w2＋c2（τ、一τ1）1イ。、．。｝＋A1
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・随・・o誇鑑
Ao＝A2＝0
なお，P（w2≦w）≠0であるとする。では，政策pは駆け込み需要にどのような影響を与えるのだ
ろうか。この問題の設定の下では，駆け込み需要をみる導関数がオイラー方程式から，以下のよう
に導かれる8。
璽
dτ2
τ2＝τ1
β（…）（・・T・）一・｢・一（・一・随・）〆（c2）・P?
　　u”（c、）＋β（1＋r）2u”（c2）dP
R＋
上式を見て分かるように，もはやγ＜1は駆け込み需要が起こるための十分条件ではない。従っ
て，政策pが実施されると，それが実施されない場合に比べて，駆け込み需要の条件が厳しくな
る。このことは，政策pが駆け込み需要を減少させる効果を持つことを示している。しかしなが
ら，駆け込み需要の減少により2期目の消費の減少が抑制され，その期の家計の厚生が改善され
たとしても，駆け込み需要は1期の消費を増加させるわけだから，1期の家計の厚生も改善するか
どうかは分からない。つまり，増税前も含めた家計の効用（σ1，U2）からみた場合，政策pによる駆
け込み需要の抑制がそのまま家計の厚生を改善させるかどうかは分からないのである。では，実際
にはどうだろうか。結果をクリアなものにするため，完全に駆け込み需要を抑制（dCl／dτ2＝0）で
きたケースについて考える。説明の便宜のため，仮に駆け込み需要をゼロにできる政策pがあった
として，それを特に政策P＊と呼ぼう。このとき，以下の命題が成り立つ。
命題6：4，歪＝1，2を政策p＊が施行された場合，Ci，　i＝1，2を政策なしの場合の最適消費とする
と，消費税増税が行われたとき，（Cl，　c2）＜鱈，　c9）。
証明：補論Bを参照■
このように，消費税増税が2期に実施されたとき，政策p＊の施行はパレートの意味で，政策なし
と比較して効率的なものとなる9。では，どのように政策がを立案すればよいだろうか，あるいは
そもそもそれが可能だろうか10。以下の命題がこれに答える。
8補論Cを参照。
9ただし，政策がの有無にかかわらず，γ＜1のとき，消費税増税政策そのものは増税をしない場合と比較し
　てパレートの意味で劣る政策である。実際，補論Bから，
需・鰐…髪・鰐・・であ・・
10もちろん，家計の効用がCRRA型の場合，γを1にすれば駆け込み需要を抑えることはできるが，γはいわ
　ゆるディープパラメーターと呼ばれているもので，容易に変化させられるものではない。
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命題7：効用関数はCRRAで，γ＜1とする。このとき，
　　璽　　一〇
　　dτ2，、．τ1
となるようなwが一意に存在する。
証明：補論Cを参照■
この命題は，政策pが施行され，なおかつ望が命題7を満たすものであれば，家計の駆け込み需
要をゼロにすることができることを意味している。
　ところで，政府の立場に立った場合，政策がはどのように評価されるだろうか。ここで，政府
の観点から政策p＊についてみていこう。政策p＊の利点としては，2期目に実際に家計にc2（τ2一τ1）
を還付しなくても良い可能性（その確率はP（ω2＞w））があるという点である。このときは，政策
ががない場合の消費税増税に比べ，消費税収は増えることに注意されたい。一方，w2≦wの場合
には，政府は低所得者にはC2（τ2一τ1）を還付をしなければならず，消費税収は増税しなかった場合
の税収と同じである。
　このように，消費税増税に関して，政策p＊は家計からみれば望ましい政策ではあるが，政府か
らみれば少なくとも増税前の税収しか得られないわけだから，それほど魅力のあるものではない。
しかし，社会全体としてみれば，全部の家計がw2≦wとなるようなものではないだろうから，も
し，w2＞型なる家計が一つでもあれば，消費税収は増税前に比べ増加する。また，政策p＊がない
増税は，家計にかなりの負担を強いるので，消費税増税という政策にはかなりの反発があるだろう
ことは想像に難くない。従って，消費税増税の実現可能性も併せて考えれば，政策p＊に相当する
ような政策は考える価値は十分にあると考えられる。
6．結　語
　本稿では，第2および3節で，標準的な設定の下で，消費税を導入した家計モデルを構築した
ところ，2期間モデルでは不等式（4），無限期間モデルでは不等式（6）が成立している場合，消費税
増税にともなう駆け込み需要が発生することが示された（命題1，2）。また，効用関数をCRRAに
特定化した場合，代替の弾力性を示すパラメータが1より大きければ駆け込み需要が起きること
が示された（系1，2）。このように，家計の効用最大化問題から駆け込み需要という事象が再現可
能であることが示された。これにより，駆け込み需要という事象にはミクロ経済的基礎（micro
foundation）付けが為されたことになる。そして，駆け込み需要は家計の合理的な行動の結果であ
ることがわかった。第4節では，第3節で行われた定性的な結果を踏まえ，駆け込み需要の定量
的な分析を試みた。定量的な性質は経済が置かれている状態に依存するが，本稿では，特に消費税
率と実質利子率を経済の状態を示す変数として捉え，それらの違いによりどの程度駆け込み需要の
額が変化するかについて考察した。なお，解析的な分析の容易さを考え，効用関数をCRRAに特
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定化している。結果によると，増税前の消費税率が低い経済の方が高い経済に比べ（消費税率1
単位あたりの）駆け込み需要額が大きいということが分かった（命題3）。また，実質利子率につ
いては，増税前にそれが低い経済の方が高い方よりも駆け込み需要額は大きいという結果になった
（命題4）。第5節では，2期間モデルに不確実性を導入した。その結果，効用がCRRA型のと
き，不確実性が存在する場合でも代替の弾力性が1より大きい限り，家計は駆け込み需要を行う
ことが示された（命題5）。また，同節では，駆け込み需要を抑制するような政策（政策が）をモ
デルに取り入れる試みを行った。この政策は，消費税の増税分を低所得者に還元するというもの
で，結果的には低所得家計だけでなく低所得でない家計についても，政策p＊の実施は，それがな
い増税に比べて家計の厚生を改善させる結果となった。このように，政策がはそれがない場合の
増税と比較して家計の厚生を改善させるが，依然として消費税増税という政策そのものは，政策P
＊の有無にかかわらず増税しない場合よりもパレートの意味で劣る政策であるうえ，社会全体とし
ての厚生も低める政策である（注9を参照）。しかし，政府が，低所得でない家計から得た消費税
の増税分を財源として，低所得家計に対して政策p＊を上回るような補助を与える，というような
消費税を社会保障費として積極的に活用することを決定した場合，低所得家計の厚生をさらに高め
ることが可能となる。そして，このとき，低所得でない家計の痛みをできるだけ抑えることができ
れば，消費税増税政策はパレート改善には至らないまでも社会全体の厚生を高めることができるか
もしれない。今後は，このような消費税増税政策が可能かどうかを，例えば家計のクロスセクショ
ンでの所得分布を考慮したマクロモデルなどを構築して分析していきたい。
補論
A．系2の証明
　この証明では，オイラー方程式から陰関数定理を使ってdCt／dτt＋11。t．、一。tが正になる条件を見つけ
るアプローチではなく，明示的に最適な消費の解を求め，それをτtで微分して条件を求めていく。
　まず効用関数がCRRA型であるから，オイラー方程式は以下のようになる。
　　6rγ＝β（1＋r）（1＋τt）（ヱ＋τt＋1）－10納　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（A－1）
これが∀i∈1＞に関して成り立っていることから，Ct＋iとCtの関係が以下のように表せる。
　　Ct．、一｛β（1＋r）（1＋τt）｝ユ／γ（1＋Tt．1）－1／γ　Ct
　　Ct．1＝｛β（1＋r）｝2”（1＋τt）1／ア（1＋τt．2）一　lfγ　Ct
Ct．，一｛β（1＋r）｝i／7（1＋τt）1／7（1＋τt．i）－1／γ　Ct
（A－2）
一方，予算制約と横断性条件から，
属讐隷2）一惹（Wt＋i1＋r）t＋At （A－3）
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（A－2）の方程式群を（A－3）の左辺に代入すると，
［1＋Tt＋Σβ1”（1＋r　　　　i≧O）・（1〃－1・（1・・）・〃（・一　）・一・〃…］Ct一裁（撫），＋A，
このように，op　i［●］とすれば，最適な消費関数が以下のように得られるll。
・一?裁（Wt＋i1＋r）t＋A，）　　　　　　（A－4）
ここで，（A－4）式をτt＋1で微分して，それをτtで評価すると，
轟1＿一吻艶1＿（属（弩）t＋At）　　　　（A－・）
従って，4ψ／dτt＋11，，．，＝，，が負の場合，（A－5）式は正となる。そして，de／dτt．11，t．1＝，tが負になるた
めには，
　　　d　　漏恩（1＋「）’（1／γ一1）（1＋・t・i）（『1”＋’〉　　　　　　　　（A－6）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　τt＋］kτt
が負であれば十分。∀i∈Nに関して，
　　鵡（・－T・・i）・－1〃・1・T，．1．，，一（一÷・1）（1・T・）一・／7
だから，（A－6）は以下のようになる。
　　鵡恩（・・r）1（1／v－1）（1・・…）・一・〃…1＿一（一÷・・）（・・Tt）一・〃恩（…）i・1／・一・・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（A－7）
従って，γ＜1であれば，dCt／dτt＋，1，t．1－，t＞0がいえる。■
B．命題6の証明
政策p＊が施行された場合の第1期の効用をU｛とし，政策なしについてはUlとすると，　envelope
定理から，
欝＿一一小（c窪）cg（1〒1：／lfF1gw2sw・）dP
11横断性条件が満たされためには，ψがwell　definedでなければならないが，そのためには，
　　　ΣβゾL（1＋r）i（xi－1）（1＋τt＋i）（一・－1＋1）く。。
　　　i≧0
　であることが必要かつ十分である。これを実現するためには，消費税率にはある上限Mが存在するという
　仮定とともに，βソーL（1＋r）（γ一］“1）＜1という仮定があれば十分。実際，消費税率にある上限Mが存在すると，
　βy”（1＋r）（ジLDく1という仮定から，
　　　Σ　B「i（1＋r）i（ン‘1－1）（1＋τt＋i）（『プユ＋1）＜Σβ・一’（1＋r）i（・－Ll）（1＋M）（－y－’＋1）く。。
　　　i≧O　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i≧0
　がいえる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－172一
　　　　　　一一13　S．．　u’　（cg）、卸・β∫＿〆（cg）畿〃　　（B－・）
一方，
凱。一一小（c2）1≒〃　　　　　　（B－・）
ここで，（B－1）と（B－2）の右辺の2期目の消費は，τ2・・＝・Tlで評価したものだから，両者の最適問題
はτ2＝τ1とすれば同値であるため，
・・ﾕ1＿〉需一Tl
である。従って，
　　Cl－＜cを　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（B－3）
である。
　次に，第2期の効用についてみていく。2期目の効用は，u（c2）のであるからdc書／dτ2とdc2／dτ2
を比較するだけでよい。予算制約から，
髪」一｛兜，9（1．T、）一、聯
一方，政策なしについては，
　　農L。一（・・T・）－1｛－c・一（・・T・）（・・蜘碗1…∂
従って，Wがどのような値をとろうとも，
・・ﾇ1＿〉農＿
がいえる。このことから，
　　c2　K　cg　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（B－4）
である。従って，（B－3）と（B－4）から，（Cl，　c2）く（c聖，　c窪）がいえる。
C．命題7の証明
　まず，オイラー方程式が以下のようになることに注意して，陰関数定理を用いてdCl／dτ2を求め
る。なお，ノーテーションが煩雑となってしまうため，以下の証明ではOi等のスーパースクリプ
トのPは省いてある。
u’iCl）一β（・・の∫、姻幾）、，＿、）
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坐
dτ2
レ（…）（・・T・）－1｛u・・（・・）c2－u’（c2）（・一・國）｝dP
　　　　T2＝τI
CRRAの定義から，（C－1）は
　　　　　　β（1＋r）（1＋τ、）－1
　　dCl
?
　％”（01）＋β（1＋7）2u”（02）dP
R＋
　　∫　　　　｛γ一（1－1｛。，≦。｝）｝％’（02）dP
　　　R＋
　　dτ2，、．τ1
従って，命題を証明するためには，
　　　｛γ一（1－1｛w、≦tV｝）｝u’（c2）dP
がゼロとなるようなwをみつければよい。（C－2）を変形すると，
次に，上式をWの関数とみなし，以下のように関数！を定義する。
　　f（w）≡γ
このとき，w・Oとすると，｛w2≦0｝＝＝　¢だから，
　　プ（0）＝γ
また，w→。。とすると，　lim｛w2≦w｝＝R＋だから，
　　　　　　　　　　ge°°
　　lim　f（w）＝γ
　　！V一レeO
実際，任意のε＞0に関して，もし，
とれば，ここで確≡max｛w，　w’｝，w≡min｛w，　w’｝，M≡sup　u’（c2）として，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　UT≦tV2≦w
　　δ＝ε／（MI）（w≦w2≦W））＞lw－w’1
　　⇒ε＞1ω一ω’IMP（ω≦ω2≦1〃）
　　＝（W－w）Ml）（w≦w2≦W）
　　　∫　　　　　　　　（w一ω）MdP
　　　　｛u，≦tV2≦　vv｝
　　・∫　　　　　　　　（w－w）u’（c2）dP
　　　　｛w≦tV2≦w｝
（C－1）
　　　　　　　　∫　　　　　　　　　　u”（c1）＋β（1＋r）2u”（c2）dP
　　　　　　　　　R＋
?。．
・∫詔（・・）dP－∫樹凶、　u’（c2）dP
　　　　∫〆（c2）dP－∫嵐＿〆（c2）dP
　　　∫評（・・）dP－∫詔（c2）dP
　　－（・一・）い（c2）dP・・
　　　　　　∫　　 　　　　u’（c2）dP＞O
　　　　　　R．
（C－2）
（C－3）
（C－4）
（C－5）
従って，fが定義域で連続であれば，（C－4）と（C－5）から，　fがゼロとなるwの存在が証明される。
lW－W’1〈δ，W’≠Wとしたとき，δ≡ε／（、曜）（ω≦ω2≦1の）と
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??
　　　　　u「（c2）dP
　｛tV≦tVz≦　w｝
一∫＿詔（c2）〃一∫即凶，　u’（・・）dP
∫。．、　、，，，．．，　・’（c2）dP－∫釧凶，　u’（・・）刎
∫＿〆（c2）dP・・レ・）dP－∫島＿酬P－・いc2）・pl
　　　＝1プ（w）－f（w’）1
従って，fはW’で連続である。しかし，上の議論は∀W∈ノ～．で成り立つから，　fはR＋で連続で
ある。これで，〆（w）＝0となるwの存在がいえた。一意性については，fの単調性を示せばよい。
実際，W＜W’とすれば，
∫（uL）－f（eq）　一　一∫。．、凶，　u’（・・）dP＋一∫。．、凶〆（・・）dP
一∫＿｝ur（・・）dP・・
?
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